












































2006 年 6 月 1 日），鉄鋼業は業績連動型一時金が普及している産業といえる。また鉄鋼業では，労
働組合の要求によって業績連動型一時金が導入されてきた。業績連動型一時金の導入を労働組合が
要求した背景には，｢ 近年の一時金は業績が悪い時は大幅に下がり，良くなっても上がるのは小幅




　西尾（2019）は 2013 年から 2017 年までの新日鉄住金と JFE スチールの実績から，業績連動型
であっても，一時金は安定的であると述べている。しかし，2013 年から 2017 年において一時金の

















の経緯と制度の概要，第 3 節では使用データについて説明し，第 4 節では業績連動型による一時金
の変動の程度を確認する。第 5 節では業績連動型一時金による支給水準の引き上げ効果を分析す
る。第 6 節では分析から得られた結論を示す。
   
（1）　業績連動型一時金に対する労使の認識については，日本基幹産業労働組合連合会政策企画局（以下，基幹労連







り経営側の指示によって，業績連動型一時金の検討が始まっていた（『鉄鋼新聞』2001 年 6 月 11
日）。また，川崎製鉄の子会社である川鉄鋼板では，1997 年の春闘から労組の要求に対して会社が
業績連動型で回答するという形になり，2000 年の春闘では業績連動型一時金の導入について労使







2003 年 1 月 15 日）。大手高炉メーカーでは，神戸製鋼と日新製鋼が 2004 年に導入し，川崎製鉄と















を用いて「業績連動経常利益」を算出し，113 万円を基礎額として，「業績連動経常利益」が 30 億
（2）　JFE スチールでは，合併した 2003 年は合併前の制度に基づいて一時金が決められた。元日本鋼管の組合員は
労使交渉にて支給基準額が決められ，元川崎製鉄の組合員は業績連動型に従って支給基準額が決められた（『鉄鋼




250 億円程度以下もしくは 1200 億円程度以上の場合，危機的な状況に陥った場合に実施される。
JFE スチールの業績連動型は，川崎製鉄の制度を基にしたものであるが，事業規模がおよそ 2 倍
になったことにより，加算式が「100 億円あたり 7 万 2 千円」から「100 億円あたり 3 万 6 千円」






































































　多くの鉄鋼会社において，1993 年に一時金の交渉ポイントが「半額組合員平均，半額 37 歳・勤
続 21 年」から「半額組合員平均，半額 39 歳・勤続 21 年 ｣ へと変更された（『鉄鋼新聞』1993 年 1
月 29 日）。1992 年以前のデータと比較するためには，交渉ポイントの変更の影響を加味する必要
があるため，分析対象の始期は 1993 年とした。一方，分析対象の終期は 2012 年とした。2012 年
に新日鉄と住友金属とが合併し，新日鉄住金が発足した。住友金属は業績連動型一時金を採用して
いなかったので，新日鉄住金では新たな業績連動型一時金制度が設定された（新日鉄住金株式会社
『新日鉄住金ファクトブック 2013』）。また豊平製鋼は 2011 年に上場廃止となり，2012 年に JFE 条
鋼と合併した（存続会社は JFE 条鋼）。このような鉄鋼業界の再編や業績連動型一時金制度の改定
によって，2013 年以降，一部企業において一時金水準や企業業績を同一基準で評価することが困
















対象から除外せざるをえず，対象企業数は 20 社（日本鋼管と川崎製鉄が合併する 2003 年以前は
21 社）となった（表 2 を参照）。
4　一時金の変動
　本節では，業績連動型の導入による一時金の変動幅の広がりを確認する。次頁図 1 は本稿の分析
対象企業の一時金妥結額（単純平均値）の推移を示している。2003 年頃までは，約 120 万円辺り
で推移し，一時金の変動は少ないが，2005 年から 2007 年にかけて，鉄鋼各社は好業績となり，一
時金は大幅に上昇している。その後 2008 年からの景気低迷，業績悪化を受け，一時金は大きく下
落し，2010 年から 2012 年は約 120 万円辺りで推移している。
　次頁表 3 は一時金の対前年変化率の推移である。2002 年以降，対前年変化率の絶対値は大きく
なっている。業績連動型の企業と交渉型（業績連動非適用）の企業とを比較すると，業績連動型企
業の変化率が交渉型企業の変化率を上回っている年が多い。
　次頁表 4 は，2006 年時点で業績連動型を導入していた企業と業績連動型を導入していない企業



































年 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
全体 － 10.1 0.1 3.3 5.5 － 0.2 － 10.5 － 3.2 3.3
年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
業績連動型 － 13.1 16.5 22.1 38.4 15.5 － 7.3 － 2.2 － 21.4 － 19.0 15.2 － 3.0




















































































































　　　　　　　　 lny r p r p T Fit it it it it i i it0 1 2 1 3 1 4b b b b b f= + + + + + +- - 　…（a）





















（7）　2002 年から 2012 年までの間で業績連動型一時金制度に基づく別途協議が実施された企業と年は，新日鉄（2005，
2010，2012 年），JFE スチール（2012 年），神戸製鋼（2009 年），日新製鋼（2009，2010，2012 年），豊平製鋼
（2005 年），大同特殊鋼（2006，2009，2010 年）である（基幹労連『労働条件ハンドブック』，『鉄鋼新聞』，鉄鋼新
聞社『鉄鋼年鑑』）。
（8）　業績連動型を導入後にその適用を中断した企業は，2010 年から 2012 年までの神戸製鋼と 2010 年から 2011 年
までの日本高周波鋼業である（基幹労連『労働条件ハンドブック』）。
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　　　　　　　　 lny k Fd d k pit it it it it i itit0 1 2 3 4 1b b b b b f= + + + + + +- 　…（b）
　モデル（b）は，業績連動型を導入した企業をトリートメントグループ，業績連動型を導入して
いない交渉型企業をコントロールグループとした Difference in Difference 分析の推定式である。
被説明変数は年間の一時金妥結額の対数値とし，説明変数については，d は業績連動型の導入企業，
k は時期区分，p は企業業績， F は企業ごとの固有効果，εは真の攪乱項を表す。業績連動型の導入
企業のダミー変数は，導入された年に関係なく，業績連動型を導入した企業を 1 とする。時期区分
のダミー変数は，本稿で分析対象とした業績連動型の導入企業がすべて導入済みとなった 2006 年




（9）　サンプル数が 396 となったのは，次の 4 件のデータが欠損したことによる。豊平製鋼は 2011 年 2 月に上場廃止
となり，2012 年に JFE 条鋼と合併したため，2011 年と 2012 年のデータが取得できなかった。中山製鋼所は 2012
年の一時金が把握できなかった。JFE スチールは 2011 年度末の従業員数が把握できなかった。また JFE スチール
の合併前データについては次の処理を行った。一時金は日本鋼管と川崎製鉄の従業員数に基づいて加重平均値を算
出し，その値を採用した。経常利益や従業員数については合算した。川崎製鉄は 2002 年から業績連動型一時金を
導入していたが，日本鋼管は導入していなかった。2002 年と 2003 年については，従業員数は日本鋼管の方が多
かったことに鑑み，業績連動型は非適用とみなした。
表5　記述統計量
変数 平均 標準偏差 最小値 最大値
年間一時金の妥結額（対数，万円） 4.854 0.242 3.434 5.553
業績連動型適用（適用＝ 1，非適用＝ 0） 0.220 0.414 0 1
業績連動型制度の別途協議
（実施した＝ 1，実施していない＝ 0）
0.028 0.164 0 1
従業員 1 人あたりの経常利益（百万円） 4.758 13.793 － 45.995 151.323
経常利益の赤字（赤字＝ 1，黒字＝ 0） 0.240 0.427 0 1
タイムトレンド（一時金支給年，西暦） 2002.407 5.719 1993 2012
業績連動型導入企業（導入＝ 1，非導入＝ 0） 0.548 0.498 0 1






の検定を行い，有意水準は 5％とする。また統計ソフトは R4.0.2 を使用した。
（2）　推定結果












① ② ③ ④
業績連動型適用ダミー
   0.1978***
  （0.0407）
   0.0988*
  （0.0510）
   0.2142***
  （0.0425）
   0.1041**
  （0.0529）
経常利益（百万円／人）
   0.0080**
  （0.0032）
   0.0065***
  （0.0025）
   0.0079**
  （0.0031）












   0.0132***
  （0.0049）








   0.0685
  （0.0695）
   0.0376
  （0.0766）
経常利益（百万円／人）× 別途協議ダミー
   0.0090
  （0.0107）
経常利益の赤字ダミー × 別途協議ダミー
   0.0817
  （0.1634）









サンプル数 396 396 396 396




























　　　   0.0261
　　　  （0.0369）
　　　   0.0244
　　　  （0.0374）
業績連動型導入企業ダミー
　　　   0.0130
　　　  （0.0317）
時期区分ダミー（2006 ～ 2012 年＝ 1，1993 ～ 2005 年＝ 0）
　　　   0.1064***
　　　  （0.0270）
　　　   0.1067***
　　　  （0.0278）
経常利益（百万円／人）
　　　   0.0074**
　　　  （0.0031）
　　　   0.0072**
　　　  （0.0031）
経常利益の赤字ダミー
　　  － 0.0948***
　　　  （0.0339）
　　  － 0.1185***
　　　  （0.0352）
切片
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